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(57)【要約】
【課題】本発明は、低温での印刷適性が良好であり、低温でのラミネート強度が良好であ
る積層体のための、バイオマス由来のポリウレタン樹脂を含むグラビアまたはフレキソイ
ンキを提供することを目的とする。
【解決手段】バインダー樹脂としてポリウレタン樹脂（Ａ）、および有機溶剤を含有する
グラビアまたはフレキソインキであって、
ポリウレタン樹脂（Ａ）は、アゼライン酸を含む二塩基酸とジオールとからなるポリエス
テルポリオール由来の構造単位を含有し、ポリウレタン（Ａ）総質量中にアゼライン酸と
ジオールから形成される構造単位を１０質量％以上含有する、グラビアまたはフレキソイ
ンキ。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
バインダー樹脂としてポリウレタン樹脂（Ａ）、および有機溶剤を含有するグラビアまた
はフレキソインキであって、
ポリウレタン樹脂（Ａ）は、アゼライン酸を含む二塩基酸とジオールとからなるポリエス
テルポリオール由来の構造単位を含有し、ポリウレタン樹脂（Ａ）総質量中にアゼライン
酸由来の構造単位を１０質量％以上含有する、グラビアまたはフレキソインキ。
【請求項２】
　ポリウレタン樹脂（Ａ）は更にポリエーテルポリオール由来の構造単位を含有する、請
求項１に記載のグラビアまたはフレキソインキ。
【請求項３】
　バインダー樹脂は、更に、塩化ビニル共重合樹脂、セルロース系樹脂およびロジン樹脂
からなる群より選ばれる少なくとも一種の樹脂（Ｂ）を含有する、請求項１または２に記
載のグラビアまたはフレキソインキ。
【請求項４】
　バインダー樹脂は、ポリウレタン樹脂（Ａ）と樹脂（Ｂ）の質量比率（Ａ）：（Ｂ）が
９５：５～３０：７０で含有する、請求項３に記載のグラビアまたはフレキソインキ。
【請求項５】
基材１上に請求項１～４いずれかに記載のグラビアまたはフレキソインキからなる印刷層
を有する印刷物。
【請求項６】
請求項５に記載の印刷物の印刷層上に、更に基材２を有する積層体。
 
 
 
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明はグラビアまたはフレキソインキおよびその印刷物に関するものである。
【０００２】
より詳しくはバイオマス成分を構造単位として有するポリウレタン樹脂を含有するグラビ
アまたはフレキソインキに関するものである。
【背景技術】
【０００３】
近年、石油化学資源の枯渇に対しての代替素材としてバイオマス由来の素材が注目を浴び
ている。中でも樹脂原料としてはバイオマスに由来するセバシン酸やコハク酸はそれらの
ポリエステル化合物を得ることができ、樹脂原料として有望である。しかしながら従来石
油由来のポリエステル化合物はアジピン酸由来のものが殆どであり、アジピン酸系ポリエ
ステル樹脂に対して性能面での大きな優位性がなく、案なる代替に留まり、別途バイオマ
ス原料に起因してコストが高くなってしまう。
【０００４】
ポリエステル化合物としては例えばポリエステルポリオールがあり、ポリウレタン樹脂の
ための製造原料として多く使用されている。また、ポリウレタン樹脂はグラビアまたはフ
レキソ印刷インキ用のバインダー樹脂として有用であり、柔軟かつ密着性が良いため、好
んで使用されてきた（特許文献１および特許文献２）。一方で当該グラビアまたはフレキ
ソインキもバイオマス化による環境対応の要望があり、例えばセバシン酸、コハク酸ポリ
エステルポリオールを使用したグラビアインキが検討されている（特許文献３）。
【０００５】
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　グラビアまたはフレキソインキは高速印刷および巻取り方式で印刷方法の特徴から生産
性が良く、高精細な絵柄を表現できるため産業上重要な印刷技術である。グラビアまたは
フレキソインキはインキ粘度が比較的低く、また印刷機も大きいため印刷環境の温度・湿
度要因を大きく受ける。またその印刷物およびラミネート積層体も置かれる温度の要因等
で不具合が生じるケースがあり、例えば印刷作業の場合では印刷環境を空調管理して一定
温度、一定湿度としてその問題に対応していた。
【０００６】
　中でも、印刷環境において室温が低温である場合にはグラビア印刷では版かぶり性、フ
レキソ印刷では版絡み性などの不具合が生じやすい。なおラミネート積層体では低温では
ポリウレタン樹脂が硬くなるためラミネート強度が低下する傾向があるうえ、印刷物にお
ける残留溶剤も増加する傾向がある。従って国内では冬場、更に気候が低温である地域に
おいての問題点とされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０１６－１５０９４１号公報
【特許文献２】特開２０１８－４４０４７号公報
【特許文献３】特開２０１８－６２６４２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、低温での印刷適性が良好であり、低温でのラミネート強度が良好である積層
体のための、バイオマス由来のポリウレタン樹脂を含むグラビアまたはフレキソインキを
提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
本発明者らは鋭意検討を重ねた結果、以下に記載のグラビアまたはフレキソインキを用い
ることで上記課題を解決することを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１０】
　すなわち本発明は、
バインダー樹脂としてポリウレタン樹脂（Ａ）、および有機溶剤を含有するグラビアまた
はフレキソインキであって、
ポリウレタン樹脂（Ａ）は、アゼライン酸を含む二塩基酸とジオールとからなるポリエス
テルポリオール由来の構造単位を含有し、ポリウレタン樹脂（Ａ）総質量中にアゼライン
酸由来の構造単位を１０質量％以上含有する、グラビアまたはフレキソインキに関する。
【００１１】
　本発明は、ポリウレタン樹脂（Ａ）は更にポリエーテルポリオール由来の構造単位を含
有する、前記グラビアまたはフレキソインキに関する。
【００１２】
　本発明は、バインダー樹脂は、更に、塩化ビニル共重合樹脂、セルロース系樹脂および
ロジン樹脂からなる群より選ばれる少なくとも一種の樹脂（Ｂ）を含有する、前記グラビ
アまたはフレキソインキに関する。
【００１３】
　本発明は、バインダー樹脂は、ポリウレタン樹脂（Ａ）と樹脂（Ｂ）の質量比率（Ａ）
：（Ｂ）が９５：５～３０：７０で含有する、前記グラビアまたはフレキソインキに関す
る。
【００１４】
　本発明は、基材１上に前記グラビアまたはフレキソインキからなる印刷層を有する印刷
物に関する。
【００１５】
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　本発明は、前記印刷物の印刷層上に、更に基材２を有する積層体に関する。
関する。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明により、低温での印刷適性が良好であり、低温でのラミネート強度が良好である
積層体のための、バイオマス由来のポリウレタン樹脂を含むグラビアまたはフレキソイン
キ提供することができた。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下に本発明の実施の形態を詳細に説明するが、以下に記載する構成要件の説明は、本
発明の実施態様の一例（代表例）であり、本発明はその要旨を超えない限りこれらの内容
に限定されない。
【００１８】
　本発明のグラビアまたはフレキソインキについて説明する。以下でグラビアまたはフレ
キソインキは単に「インキ」と略称する場合があるがグラビアまたはフレキソインキと同
義である。また、グラビアまたはフレキソインキからなる印刷層は、「印刷層」、「イン
キ層」あるいは「インキ被膜」と称する場合があるがグラビアまたはフレキソインキから
なる印刷層と同義である。
【００１９】
本発明はバインダー樹脂としてポリウレタン樹脂（Ａ）、および有機溶剤を含有するグラ
ビアまたはフレキソインキであって、
ポリウレタン（Ａ）総質量中に、アゼライン酸を含む二塩基酸とジオールとからなるポリ
エステルポリオール由来の構造単位を含有し、ポリウレタン樹脂（Ａ）総質量中にアゼラ
イン酸由来の構造単位を１０質量％以上含有する、グラビアまたはフレキソインキである
。
アゼライン酸は植物油や動物油に由来する脂肪酸から得られる二塩基酸であり、特徴的な
特性を有する。二塩基酸はカルボキシル基間の炭素数に偶奇性があり、融点などに現れる
。例えばカルボキシル基間の炭素数が７であるアゼラインの融点は１０６℃である一方、
カルボキシル基間の炭素数が６であるスベリン酸の融点は１４４℃、カルボキシル基間の
炭素数が８であるゼバシン酸の融点は１３５℃である。そのためアゼライン酸とジオール
からなるポリエステルポリオールは柔軟かつ強靭であり、特に低温特性に優れたポリウレ
タン樹脂を得ることが可能である。更に後述の樹脂（Ｂ）と併用することでグラビアまた
はフレキソインキとしてより良好な低温特性を発現する。なお、アゼライン酸由来構造を
含有しない場合にはこのような特徴は得られにくい傾向がある。
【００２０】
＜バインダー樹脂＞
本明細書においてバインダー樹脂とは、グラビアまたはフレキソインキにおける結着樹脂
をいい、以下のポリウレタン樹脂（Ａ）を含有する。バインダー樹脂はインキ総質量中に
２～１５質量％含有することが好ましく、バインダー樹脂総質量中にポリウレタン樹脂は
４０質量％以上含有することが好ましい。
【００２１】
＜ポリウレタン樹脂（Ａ）＞
本発明で用いるポリウレタン樹脂（Ａ）は、アゼライン酸を含む二塩基酸とジオールとか
らなるポリエステルポリオール由来の構造単位を含有し、ポリウレタン樹脂（Ａ）総質量
中にアゼライン酸由来の構造単位を１０質量％以上含有する。当該構造単位は、下記化学
式（１）で表され、エステル構造を形成する構造単位であって、単一のポリエステルポリ
オールに含まれるものであってもよいし、数種併用したポリエステルポリオールに含まれ
るものであってもよい。
【００２２】
（化学式（１））
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【化１】

化学式（１）で表される構造の含有量としてはポリウレタン樹脂（Ａ）中に１５～４５質
量％であることが好ましく２０～４０質量％がより好ましく、２５～４０質量％が更に好
ましい。下記樹脂（Ｂ）との組み合わせで低温での印刷適性および低温でのラミネート強
度等が向上するためである。なお、化学式（１）で表されるエステル構造の含有量は、合
成時の配合量より算出できる。
【００２３】
また、ポリウレタン樹脂（Ａ）は上記ポリエステルポリオール由来の構造単位をポリウレ
タン樹脂（Ａ）総質量中に１５～７５質量％含有することが好ましく、２０～７５質量％
含有することがより好ましく、３０～６０質量％含有することが更に好ましい。当該ポリ
ウレタン樹脂（Ａ）は、更に水酸基価を有することが好ましく、１～３０ｍｇＫＯＨ／ｇ
であることが好ましく、２～２０ｍｇＫＯＨ／ｇであることがより好ましい。有機溶剤へ
の親和性および後述の樹脂（Ｂ）との親和性を生むためである。
また、アミン価を有することが好ましく、０．５～１５ｍｇＫＯＨ／ｇであることが好ま
しく、１～１０ｍｇＫＯＨ／ｇであることがより好ましい。
【００２４】
上記ポリウレタン樹脂（Ａ）は、ポリイソシアネートと、ポリエステルポリオールを含む
ポリオールと、の反応物であるポリウレタン樹脂（Ａ）であることが好ましく、ポリイソ
シアネートと当該ポリオールによりウレタンプレポリマーとして、更にポリアミンを用い
て鎖延長されたポリウレタン樹脂（Ａ）であることがより好ましい。
【００２５】
＜アゼライン酸を含む二塩基酸とジオールとからなるポリエステルポリオール＞
上記ポリエステルポリオールは、数平均分子量が５００～５０００であることが好ましい
。なお、数平均分子量は以下の式（１）で得られ、価数とはポリオール一分子に有する水
酸基の平均個数であり、水酸基価は試料 １ｇ をアセチル化させたとき，水酸基と結合し
た酢酸を中和するのに必要とする水酸化カリウムのｍｇ数をいう。
式（１）　数平均分子量＝１０００×５６．１×水酸基の価数／水酸基価
上記ポリエステルポリオールは、ポリエステルポリオールを構成する二塩基酸のうち、ア
ゼライン酸以外の二塩基酸（その他二塩基酸という）を含んでもよいが、ポリエステルポ
リオールを構成する二塩基酸の総質量中に、アゼライン酸を５０質量％以上含有すること
が好ましく、６０質量％以上含有することがより好ましく、７０質量％以上含有すること
がさらに好ましい。その他二塩基酸としてはアジピン酸、セバシン酸、コハク酸、ダイマ
ー酸より選ばれる少なくとも一種の二塩基酸が好ましい。
【００２６】
（ジオール）
上記ポリエステルポリオールを構成するジオールとしてはエチレングリコール、トリエチ
レングリコール、プロピレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジ
オール、１，３－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，８－オクタンジオー
ル、１，９－ノナンジオール、ネオペンチルグリコール、３－メチル－１，５－ペンタン
ジオール、２－メチル－１，３－プロパンジオール、３，３，５－トリメチルペンタンジ
オール、１，１２－オクタデカンジオール、１，２－アルカンジオール、１，３－アルカ
ンジオール、ダイマージオール、水添ダイマージオール等が挙げられ、低温における印刷
適性および低温におけるラミネート強度等の物性が得られやすいので、分岐状ジオールで
あることが好ましい。分岐状ジオールとはアルキレンジオールの有するアルキレン基の水
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素原子のうち、少なくとも一つがアルキル基で置換されたジオールをいう。具体的にはプ
ロピレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、ネオペンチ
ルグリコール、３－メチル－１，３－プロパンジオール、３－メチル－１，５－ペンタン
ジオールから選ばれる少なくとも一種のジオールであることが好ましい。
【００２７】
以下の説明において、「その他ポリエステルポリオール」とはアゼライン酸とジオールか
らなるポリエステル構造単位を含有しないポリエステルポリオールをいう。
【００２８】
＜その他ポリエステルポリオール＞
ポリエステルポリオールはアゼライン酸とジオールからなるポリエステルポリオール以外
のポリエステルポリオールと併用してもよい。その他ポリエステルポリオールとしてはア
ゼライン酸以外の二塩基酸とジオールの縮合物が好ましく、以下に具体的態様を示す。
　その他ポリエステルポリオールを構成する二塩基酸は、アジピン酸、セバシン酸、コハ
ク酸、グルタル酸、ピメリン酸、スベリン酸のうちの少なくとも１種または２種以上の使
用が好ましい。また、ジオールとしては上記ジオールと同様のものが挙げられる。数平均
分子量は上記式（１）から算出される値であり、５００～５０００であることが好ましい
。
【００２９】
＜ポリエーテルポリオール＞
ポリウレタン樹脂（Ａ）はポリエーテルポリオールを使用することが好ましく、例えば、
ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレングリコール、
ポリトリメチレングリコール、およびそれらの共重合物が挙げられる。数平均分子量とし
ては５００～５０００であることが好ましい。上記ポリエステルポリオール（その他ポリ
エステルポリオールも含む）とポリエーテルポリオールは質量比（ポリエステルポリオー
ル：ポリエーテルポリオール）は６０：４０～９５：５であることが好ましく、７０：３
０～９５：５であることがより好ましい。ポリウレタン樹脂総質量中には４０～５質量％
含有することが好ましい。３０～１０質量％含有することがより好ましい。
【００３０】
＜その他ポリオール＞
ポリウレタン樹脂（Ａ）は、上記ポリオール以外にその他ポリオールを使用することがで
きる。以下に好ましい態様を示す。当該ポリオールはポリウレタン樹脂総質量中に１５質
量％以下で含有することが好ましく、１０質量％以下で含有することがより好ましく、６
質量％以下で含有することが更に好ましい。該当するポリオールとしては、分子量が２０
０以下のジオールが好ましく、エチレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４
－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，８－オクタンジオール、１，９－ノ
ナンジオール等の直鎖状ジオール類、１，２－プロパンジオール、ネオペンチルグリコー
ル、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、２，４－ジエチル－１，５－ペンタンジオ
ール、ブチルエチルプロパンジオール、メチルノナンジオール等の分岐ジオール類、シク
ロヘキサンジメタノール、シクロヘキサンジオール、などの脂環族ジオール類等が挙げら
れ、複数種併用しても良い。中でも、炭素数１から６のアルキル基を置換基として有する
脂肪族ジオールは、基材への接着性を向上させ、またポリウレタンの溶解性を高めるため
印刷適性が向上するため好ましい。より具体的には３－メチル－１，５－ペンタンジオー
ル、２，４－ジエチル－１，５－ペンタンジオール、ブチルエチルプロパンジオール、２
－メチル－１，３－プロパンジオール、ネオペンチルグリコールが好ましく使用される。
【００３１】
上記ポリイソシアネートは芳香族ジイソシアネート、脂肪族ジイソシアネート、脂環族ジ
イソシアネートから選ばれる少なくとも一種のジイソシアネートを含むことが好ましい。
当該ジイソシアネートは例えば、１，５－ナフチレンジイソシアネート、４，４’－ジフ
ェニルメタンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルジメチルメタンジイソシアネート
、４、４’－ジベンジルイソシアネート、ジアルキルジフェニルメタンジイソシアネート
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、テトラアルキルジフェニルメタンジイソシアネート、１，３－フェニレンジイソシアネ
ート、１，４－フェニレンジイソシアネート、トリレンジイソシアネート、ブタン－１，
４－ジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、イソプロピレンジイソシアネ
ート、メチレンジイソシアネート、２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネ
ート、２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、シクロヘキサン－１，
４－ジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、リ
ジンジイソシアネート、ジシクロヘキシルメタン－４，４’－ジイソシアネート、１，３
－ビス（イソシアナトメチル）シクロヘキサン、メチルシクロヘキサンジイソシアネート
、ｍ－テトラメチルキシリレンジイソシアネートやダイマー酸のカルボキシル基をイソシ
アネート基に転化したダイマージイソシアネート等が代表例として挙げられる。なおこれ
らは３量体となってイソシアヌレート環構造となっていてもよい。これらのポリイソシア
ネート種は単独で、または２種以上を混合して用いることができる。
【００３２】
上記ポリアミンは、イソシアネート基との反応でウレア結合を形成し、例えばエチレンジ
アミン、プロピレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、イソホロンジアミン、ジシクロ
ヘキシルメタン－４，４’ －ジアミンなどが好適に挙げられる。
また、２－ヒドロキシエチルエチレンジアミン、２－ヒドロキシエチルプロピレンジアミ
ン、ジ－２－ヒドロキシエチルエチレンジアミン、ジ－２－ヒドロキシエチレンジアミン
、ジ－２－ヒドロキシエチルプロピレンジアミン、２－ヒドロキシピロピルエチレンジア
ミン、ジ－２－ヒドロキシピロピルエチレンジアミン、ジ－２－ヒドロキシプロピルエチ
レンジアミンなど分子内に水酸基を有するアミン類も用いることも好ましい。これらの有
機ジアミンは単独または２種以上を混合して用いることができ、イソシアネート基との反
応ではアミノ基と反応が極めて早いためポリウレタン樹脂（Ａ）に水酸基を含有させるこ
とができるので好ましい。
中でもイソホロンジアミンおよび／または２－ヒドロキシエチルエチレンジアミンが好ま
しい。さらに、ジエチレントリアミン、イミノビスプロピルアミン：（ＩＢＰＡ、３,３
’－ジアミノジプロピルアミン）、Ｎ－（３－アミノプロピル）ブタン－１，４－ジアミ
ン：（スペルミジン）、６，６－イミノジヘキシルアミン、３，７－ジアザノナン－１，
９－ジアミン、Ｎ,Ｎ’－ビス（３－アミノプロピル)エチレンジアミン等のアミノ基数が
３以上の多官能アミンを、上記有機ジアミンと併用することもできる。
【００３３】
本発明において使用するポリウレタン樹脂（Ａ）の製造は特段限定されるものではなく、
例えば特開２０１６－１５０９４２号公報、特開２０１６－１５０９４４号公報、特開２
０１３－２１３１０９または特開２０１７－３１２９８号公報に記載の製造方法等を適宜
使用することができる。
【００３４】
＜樹脂（Ｂ）＞
上記ポリウレタン樹脂（Ａ）に加えて、塩化ビニル共重合樹脂、セルロース系樹脂および
ロジン樹脂から選ばれる少なくとも一種の樹脂（Ｂ）を含有することが好ましい。ポリウ
レタン樹脂（Ａ）の有する柔軟性および低温特性に加え、樹脂（Ｂ）の有する強靭さで、
併せてインキ被膜の強さや凝集力、低温での印刷適性およびラミネート強度を与えるため
である。なお含有量はポリウレタン樹脂（Ａ）：樹脂（Ｂ）は９５：５～３０：７０であ
ることが好ましい。バインダー樹脂総質量中にポリウレタン樹脂（Ａ）および樹脂（Ｂ）
を合計で７０～１００質量％含有することが好ましく、８５～１００質量％含有すること
がより好ましい。
【００３５】
＜塩化ビニル共重合樹脂＞
塩化ビニル共重合樹脂は塩化ビニルを主成分（当該樹脂の総質量中５０質量％以上）とす
る樹脂であり、例えば塩化ビニル－酢酸ビニル共重合樹脂、塩化ビニル－アクリル共重合
樹脂等が好適に挙げられる。
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【００３６】
（塩化ビニル－酢酸ビニル共重合樹脂）
塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合樹脂とは塩化ビニルと酢酸ビニルが共重合した樹脂をいう
。以下に好ましい態様を示す。
分子量としては重量平均分子量で５，０００～７０，０００のものが好ましく、５，００
０～５０，０００が更に好ましい。塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合樹脂の固形分１００質
量％中の酢酸ビニルモノマー由来の構造は、１～３０質量％が好ましく、塩化ビニルモノ
マー由来の構造は、７０～９５質量％であることが好ましい。上記ポリウレタン樹脂（Ａ
）との併用で一体となった低温安定性を得るために、塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合樹脂
は水酸基価が２０～２００ｍｇＫＯＨ／ｇであることが好ましい。また、ガラス転移温度
は６０℃～８０℃であることが好ましい。
ポリウレタン樹脂（Ａ）と塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合樹脂の質量比（ポリウレタン樹
脂（Ａ）：塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合樹脂）は９５：５～３０：７０であることが好
ましく、９０：１０～４０：６０であることがより好ましい。低温条件下でもインキの経
時安定性および印刷適性が良好であり、更に基材への密着性、被膜物性、ラミネート強度
等が良好となるためである。
【００３７】
＜セルロース樹脂＞
セルロース系樹脂とは、有機溶剤に可溶な繊維炭素系樹脂をいう。以下にその好ましい態
様を示す。
セルロース樹脂は重量平均分子量が５，０００～１００，０００のものが好ましく、１０
，０００～７０，０００が更に好ましい。また、ガラス転移温度が１００℃～１６０℃で
あるものが好ましい。当該セルロース樹脂としては、例えばニトロセルロース、またはセ
ルロースアセテートプロピオネート、セルロースアセテートブチレート等のセルロースア
セテートアルキレート類、またはヒドロキシアルキルセルロースもしくはカルボキシアル
キルセルロース等のアルキルセルロース類が挙げられ、上記アルキル基は例えばメチル基
、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ペンチル基、ヘキ
シル基等が挙げられ、更にアルキル基が置換基を有していても良い。中でも、セルロース
アセテートプロピオネート、セルロースアセテートブチレート、ニトロセルロースが好ま
しい。
なお、ニトロセルロースで窒素含有量が窒素分は１０～１３質量％であることが好ましい
。低温条件下でもインキの経時安定性および印刷適性が良好であり、更に基材への密着性
、被膜物性、ラミネート強度等が良好となるためである。
【００３８】
＜ロジン樹脂＞
本発明で使用するロジン樹脂とは、ロジン酸（アビエチン酸、ネオアビエチン酸、パラス
トリン酸、ピマール酸、イソピマール酸、デヒドロアビエチン酸等）由来の構造単位を主
成分（５０質量％以上）として有するものをいう。ロジン酸またはロジン樹脂は水素化さ
れていても良い。なお該ロジン樹脂の酸価は１５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることが好ま
しく、酸価としては１００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下が好ましく、５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であ
ることがより好ましい。軟化点は６０～１８０℃であることが好ましい。軟化点としては
７０～１５０℃であることがより好ましい。ロジン樹脂の種類としては例えばロジン変性
フェノール樹脂、ロジンエステル、ロジン変性マレイン酸樹脂、重合ロジン樹脂などが挙
げられ、これらから選ばれる少なくとも一種のロジン樹脂であることが好ましい。なお、
軟化点とは環球法による測定値をいう。軟化点は例えばＪＩＳＫ２２０７に記載の測定法
により測定することができる。ロジンエステルの重量平均分子量としては５００～３００
０であることが好ましい。１０００～２０００であることがより好ましい。ロジン樹脂が
顔料表面を被覆して顔料分散安定性を高めるため、上記ポリウレタン樹脂（Ａ）と組み合
わせることで低温での印刷適性が良好となる。
【００３９】
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＜顔料＞
本発明のインキに使用される顔料としては、一般のインキ、塗料、および記録材などに使
用されている有機、無機顔料を挙げることができる。有機顔料としては、アゾ系、フタロ
シアニン系、アントラキノン系、ペリレン系、ペリノン系、キナクリドン系、チオインジ
ゴ系、ジオキサジン系、イソインドリン系、キノフタロン系、アゾメチンアゾ系、ジクト
ピロロピロール系、イソインドリン系、カーボンブラックなどの顔料が挙げられる。無機
顔料としては、酸化チタン、酸化亜鉛、硫化亜鉛、硫酸バリウム、炭酸カルシウム、酸化
クロム、シリカ、ベンガラ、アルミニウム、マイカ（雲母）などが挙げられる。なお、カ
ラーインデックスに収載のＣ．Ｉ．ピグメントとして記載されている顔料を随時使用する
ことができる。なお、酸化チタンは、少なくともシリカまたはアルミナで表面被覆された
酸化チタンが好ましい。
【００４０】
これらの顔料は１種類、または２種類以上併用して用いることができる。上記顔料はイン
キ総質量中に２～４０質量％含有することが好ましく、５～３５質量％含有することがよ
り好ましい。
【００４１】
＜有機溶剤＞
本発明のグラビアまたはフレキソインキは、顔料分散状態を維持させるために有機溶剤を
含む。好ましくは、液状媒体の主成分が有機溶剤である有機溶剤型インキである。使用さ
れる有機溶剤としては、二種以上の有機溶剤からなる混合溶剤が好ましく、トルエン、キ
シレンといった芳香族系有機溶剤、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトンといっ
たケトン系有機溶剤、酢酸エチル、酢酸ｎ－プロピル、酢酸イソプロピル、酢酸イソブチ
ル、エステル系有機溶剤、メタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、イソプロパノー
ル、ｎ－ブタノール、などのアルコール系有機溶剤など公知の有機溶剤を使用できる。中
でも、トルエン、キシレンといった芳香族系有機溶剤を含まない有機溶剤（ノントルエン
系有機溶剤）がより好ましい。更に好ましくは芳香族系有機溶剤および／またはメチルエ
チルケトン（以下「ＭＥＫ」と表記する）などのケトン系有機溶剤を含まない有機溶剤が
更に好ましい。また、印刷適性が向上するため、エステル系有機溶剤とアルコール系有機
溶剤の混合溶剤であることが好ましい。エステル系有機溶剤とアルコール系有機溶剤の好
ましい質量比率（エステル系有機溶剤／アルコール系有機溶剤）は５０／５０～９０／１
０である。
【００４２】
＜その他の添加剤＞
その他、必要に応じてレベリング剤、消泡剤、ワックス、可塑剤、光安定化剤、赤外線吸
収剤、紫外線吸収剤、芳香剤、難燃剤などの添加剤を含むこともできる。
【００４３】
＜その他樹脂＞
本発明におけるグラビアまたはフレキソインキには、本発明の効果を損なわない範囲で、
その他樹脂を併用することができる。用いられる樹脂の例としては、上記記載以外のポリ
ウレタン樹脂、塩素化ポリプロピレン樹脂、エチレン－酢酸ビニル共重合体樹脂、酢酸ビ
ニル樹脂、ポリアミド樹脂、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、アルキッド樹脂、ポリ塩
化ビニル樹脂、テルペン樹脂、フェノール変性テルペン樹脂、ケトン樹脂、環化ゴム、塩
化ゴム、ブチラール、石油樹脂、およびこれらの変性樹脂などを挙げることができる。こ
れらの樹脂は、単独で、または２種以上を混合して用いることができる。
【００４４】
＜グラビアまたはフレキソインキの製造方法＞
本発明におけるグラビアまたはフレキソインキは、顔料をポリウレタン樹脂（Ａ）および
必要に応じて塩化ビニル－酢酸ビニル共重合樹脂等により分散機を用いて有機溶剤中に分
散し、得られた顔料分散体にその他樹脂、各種添加剤や有機溶剤等を混合して製造できる
。分散機としては一般に使用される、例えばローラーミル、ボールミル、ペブルミル、ア
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トライター、サンドミルなどを用いることができる。顔料分散体における顔料の粒度分布
は、分散機の粉砕メディアのサイズ、粉砕メディアの充填率、分散処理時間、顔料分散体
の吐出速度、顔料分散体の粘度などを適宜調節することにより、調整することができる。
分散機としてはサンドミルの使用が好ましい。また、本発明のグラビアまたはフレキソイ
ンキは粘度が４０～６００ｍＰａ・ｓであることが好ましい。
【００４５】
＜グラビアインキの印刷＞
（グラビア版）
本発明においてグラビア版は金属製の円筒状のものであり、彫刻または腐蝕・レーザーに
て凹部を各色で作成される。彫刻とレーザーは使用に制限は無く、柄に合わせて任意に設
定が可能である。線数としては１００線～３００線のものが適宜使用され、線数の大きい
ものほど目の細かい印刷が可能である。
（印刷機）
本発明における印刷物は、グラビアインキにグラビア印刷機を用いて塗布し、オーブンに
よる乾燥によって乾燥させて定着することで得られる。乾燥温度は通常４０～６０℃程度
である。
【００４６】
＜フレキソインキの印刷＞
（フレキソ版）
本発明においてフレキソ印刷に使用される版としてはＵＶ光源による紫外線硬化を利用す
る感光性樹脂版またはダイレクトレーザー彫刻方式を使用するエラストマー素材版が挙げ
られる。フレキソ版の画像部の形成方法に関わらず版のスクリーニング線数において７５
ｌｐｉ以上のものが使用される。版を貼るスリーブやクッションテープについては任意の
ものを使用することができる。
（印刷機）
フレキソ印刷機としてはＣＩ型多色フレキソ印刷機、ユニット型多色フレキソ印刷機等が
あり、インキ供給方式についてはチャンバー方式、２ロール方式が挙げることが出来、適
宜の印刷機を使用することができる。
【００４７】
＜基材１＞
本発明のグラビアまたはフレキソインキを適用できる基材としては、ポリエチレンおよび
ポリプロピレンその他のポリオレフィン基材、ポリカーボネート基材、ポリエチレンテレ
フタレート、ポリ乳酸その他のポリエステル基材、ポリスチレン基材、ＡＳ樹脂もしくは
ＡＢＳ樹脂等のポリスチレン系樹脂、ポリアミド基材、ポリ塩化ビニル基材、ポリ塩化ビ
ニリデンの各種基材、セロハン基材、紙基材もしくはアルミニウム箔基材など、もしくは
これらの複合材料からなるフィルム状、またはシート状のものがある。中でも、ガラス転
移温度が高いポリエステル基材、ポリアミド基材が好適に用いられる。
【００４８】
上記基材は、金属酸化物などを表面に蒸着コート処理および／またはポリビニルアルコー
ルなどコート処理が施されていてもよく、例えば、酸化アルミニウムを基材表面に蒸着さ
せた凸版印刷株式会社製ＧＬ－ＡＥや、大日本印刷株式会社製ＩＢ－ＰＥＴ－ＰＸＢ等が
挙げられる。さらに、必要に応じて帯電防止剤、紫外線防止剤などの添加剤を処理したも
のや、基材の表面をコロナ処理あるいは低温プラズマ処理したものなども使用することが
できる。
【００４９】
＜基材２＞
基材２は基材１と同様のものが挙げられ、同一でも異なっていてもよい。なお、熱可塑性
基材（シーラントと称する場合がある）であることが好ましく、無延伸ポリエチレン基材
、無延伸ポリプロピレン基材、無延伸ポリエステル基材等が好ましい。
【００５０】
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＜積層体＞
本発明における積層体とは、少なくとも基材１、印刷層、基材２をこの順に有する積層体
をいう。少なくとも基材１、印刷層、接着剤層、基材２をこの順に有する積層体の使用形
態であることが好ましい。
本発明の積層体はグラビアまたはフレキソインキを印刷した印刷物の印刷層上に、接着剤
層を設け、基材２と貼り合わせる（ラミネートする）ことで得られる。ラミネート加工の
代表例として、ドライラミネート法等が挙げられる。ドライラミネート法とは、接着剤を
印刷物の印刷層上に塗布・乾燥し、シーラントと熱圧着して積層する方法である。
【００５１】
＜接着剤層＞
接着剤層は接着剤を塗布、乾燥して得られる。当該接着剤としてはポリオールおよびイソ
シアネート硬化剤の混合物からなる２液型接着剤などが好適であり、ポリオールとしては
ポリエステル系、ポリエーテル系などが挙げられる。具体的には東洋モートン株式会社製
・ＴＭ－２５０ＨＶ／ＣＡＴ－ＲＴ８６Ｌ－６０、ＴＭ－５５０／ＣＡＴ－ＲＴ３７、Ｔ
Ｍ－３１４／ＣＡＴ－１４Ｂ等が挙げられる。
【実施例】
【００５２】
以下、実施例をあげて本発明を詳細に説明するが、本発明はこれら実施例に限定されるも
のではない。なお、本発明における部および％は、特に注釈の無い場合、重量部および重
量％を表わす。
【００５３】
（水酸基価）
ＪＩＳ　Ｋ００７０に従って求めた。
（酸価）
ＪＩＳ　Ｋ００７０に従って求めた。
（アミン価）
アミン価は、樹脂１ｇ中に含有するアミノ基を中和するのに必要とする塩酸の当量と同量
の水酸化カリウムのｍｇ数でＪＩＳＫ００７０に準じて以下の方法に従って求めた。
試料を０．５～２ｇ精秤した（試料固形分：Ｓｇ）。精秤した試料にメタノール／メチル
エチルケトン＝６０／４０（質量比）の混合溶液５０ｍＬを加え溶解させた。得られた溶
液に指示薬としてブロモフェノールブルーを加え、得られた溶液を０．２ｍｏｌ／Ｌエタ
ノール性塩酸溶液（力価：ｆ）で滴定を行なった。溶液の色が緑から黄に変化した点を終
点とし、この時の滴定量（ＡｍＬ）を用い、下記（式２）によりアミン価を求めた。
（式２）アミン価＝（Ａ×ｆ×０．２×５６．１０８）／Ｓ　［ｍｇＫＯＨ／ｇ］
【００５４】
（重量平均分子量）
重量平均分子量は、ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）装置（東ソー株
式会社製ＨＬＣ－８２２０）を用いて分子量分布を測定し、ポリスチレンを標準物質に用
いた換算分子量として求めた。下記に測定条件を示す。
カラム：下記カラムを直列に連結して使用した。
東ソー株式会社製　ＴＳＫｇｅｌ　ＳｕｐｅｒＡＷ２５００
東ソー株式会社製　ＴＳＫｇｅｌ　ＳｕｐｅｒＡＷ３０００
東ソー株式会社製　ＴＳＫｇｅｌ　ＳｕｐｅｒＡＷ４０００
東ソー株式会社製　ＴＳＫｇｅｌ　ｇｕａｒｄｃｏｌｕｍｎ ＳｕｐｅｒＡＷＨ
検出器：ＲＩ（示差屈折計）
測定条件：カラム温度４０℃
溶離液：テトラヒドロフラン
流速：１．０ｍＬ／分
【００５５】
（ガラス転移温度）
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示差走査熱量計（ＤＳＣ）測定によりベースラインシフトにおける変曲点の温度をガラス
転移温度とし、測定装置はリガク社製ＤＳＣ８２３１を用いた。測定温度範囲は－１００
～２００℃で行った。
【００５６】
（軟化点）
樹脂の軟化点はＪＩＳＫ５９０２に記載の方法に従って求めた。
【００５７】
（アゼライン酸とジオールからなるポリエステルポリオール）
以下のアゼライン酸とジオールからなるポリエステルポリオールは特開２０１６－１５０
９４１号公報に記載の「ポリエステルポリオールの合成」の方法に従って合成した。
ＭＰＤ／ＡＺ：メチルペンタンジオールとアゼライン酸の縮合物である数平均分子量２０
００のポリエステルポリオール
ＮＰＧ／ＡＺ：ネオペンチルグリコールとアゼライン酸の縮合物である数平均分子量２０
００のポリエステルポリオール
ＭＰＯ－ＢＤ／ＡＺ：３－メチル－１，３－プロパンジオール（ＭＰＯ）と１，４－ブタ
ンジオール（ＢＤ）の混合ジオール（ＭＰＯ：ＢＤ＝９：１）とアゼライン酸の縮合物で
ある数平均分子量３０００のポリエステルポリオール
【００５８】
（合成例１）［ポリウレタン樹脂（Ａ）ＰＵ１］
ＭＰＤ／ＡＺ（メチルペンタンジオールとアゼライン酸の縮合物である数平均分子量２０
００のポリエステルポリオール）１００部、１，４－ブタンジオール（「１，４ＢＤ」）
を１部、イソホロンジイソシアネート（以下「ＩＰＤＩ」）２８．５部を酢酸エチル３２
．１部と混合し、９０℃窒素雰囲気下で５時間反応させ、末端イソシアネートウレタンプ
レポリマーを得た。
次いでイソホロンジアミン（以下「ＩＰＤＡ」）１１部、Ｎ－（２－アミノエチル）エタ
ノールアミン（以下「ＡＥＡ」）１．０部、ジブチルアミン（「ＤＢＡ」）１．０部およ
び酢酸エチルとイソプロパノール（質量比６０：４０）混合溶剤中に撹拌しておき、得ら
れた末端イソシアネートウレタンプレポリマーを４０℃で徐々に添加し、次に８０℃で１
時間反応させ、固形分３０％、水酸基価３．８ｍｇＫＯＨ／ｇ、アミン価８．５ｍｇＫＯ
Ｈ／ｇ、重量平均分子量４８０００に調整したポリウレタン樹脂（Ａ）溶液ＰＵ１を得た
。
【００５９】
（合成例２～８）［ポリウレタン樹脂（Ａ）ＰＵ２～ＰＵ８］
表１に示す原料を用い、合成例１と同様の方法により、ポリウレタン樹脂（Ａ）溶液ＰＵ
２～ＰＵ８を得た。なお、表１中の略称は下記の通りである。
・ＭＰＤ／ＡＡ：３－メチル－１，５－ペンタンジオールとアジピン酸の縮合物である数
平均分子量２０００のポリエステルポリオール
・ＰＥＧ：数平均分子量１０００のポリエチレングリコール
・ＰＰＧ：数平均分子量１０００のポリプロピレングリコール
【００６０】
（比較合成例１および２）［ポリウレタン樹脂（Ａ）ＰＵ１ＣおよびＰＵ２Ｃ］
表１に示す原料を用い、合成例１と同様の方法により、ポリウレタン樹脂（Ａ）溶液ＰＵ
１ＣおよびＰＵ２Ｃを得た。
【００６１】
（実施例１）
［インキＳ１の作成］
ポリウレタン樹脂（Ａ）溶液ＰＵ１（固形分３０％）を４０部、塩化ビニル‐酢酸ビニル
共重合樹脂（ソルバインＴＡ５Ｒ：日信化学工業社製　塩化ビニル：酢酸ビニル：ビニル
アルコール＝８８：１：１１　ガラス転移温度７８℃　水酸基価９０ｍｇＫＯＨ／ｇ　（
固形分３０％酢酸エチル溶液））１０部、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー（トーヨーカラー社
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製　リオノールブルーＦＧシリーズ）１０部、酢酸ｎ－プロピル（ＮＰＡＣ）／イソプロ
パノール（ＩＰＡ）＝７０／３０の混合溶剤４０部をディスパーで１０分間混合したのち
、ビーズミルで２０分間分散して、グラビアインキＳ１を得た。
【００６２】
＜インキＳ１のグラビア印刷＞
上記で得られたインキＳ１を、混合溶剤（メチルエチルケトン「ＭＥＫ」：Ｎプロピルア
セテート「ＮＰＡＣ」：イソプロパノール「ＩＰＡ」＝３０：４０：３０）により、粘度
が１６秒（２５℃、ザーンカップＮｏ．３）となるように希釈し、ヘリオ１７５線ベタ版
（版式コンプレスト、１００％ベタ柄）により、二軸延伸ナイロン（ＮＹ）基材（Ｎ１１
０２、東洋紡社製、膜厚１５μｍ）のコロナ放電処理面に印刷速度１００ｍ／分、オーブ
ン乾燥温度５０℃、室内温度５℃にてグラビア印刷し、印刷物を得た。
＜インキＳ１印刷物のドライラミネート加工＞
上記印刷物の印刷層の上面に、ポリエステルウレタン系ラミネート接着剤（東洋モートン
社製　ＴＭ－５５０／ＣＡＴ－ＲＴ３７）を固形分３０％の酢酸エチル溶液を、乾燥後の
接着剤層が３．０ｇ／ｍ２となるように塗工・乾燥した後、接着剤層面に、厚さ５０μｍ
の未延伸ポリエチレン（ＰＥ）を貼り合わせてドライラミネート加工を行い、積層体を得
た。当該積層体はＮＹ基材／インキＳ１層／接着剤層／ポリエチレン基材層の順に構成さ
れた積層体である。
【００６３】
（実施例２～２４）［インキＳ２～Ｓ２４の作成］
表２に示す原料を用いた以外は実施例１と同様の方法により、インキＳ２～Ｓ２４を得た
。更にそれら印刷物および積層体を得た。
なお、表２中の略称は以下を表す。
・ＶＣ－Ａｃ：塩化ビニル－アクリル共重合樹脂　共重合成分としてアクリル酸ヒドロキ
シブチル成分を１４質量％含有　ガラス転移温度６５℃　水酸基価６０ｍｇＫＯＨ／ｇ　
固形分３０％酢酸エチル溶液
・ＮＣ１：ニトロセルロース　窒素含有量１１％　固形分３０質量％イソプロパノール溶
液
・ハリエスターＰ：ロジン変性ペンタエリスリトールエステル　重量平均分子量１６００
　軟化点１００℃　酸価１０ｍｇＫＯＨ／ｇ
【００６４】
（比較例１～７）［インキＴ１～Ｔ７の作成］
表３に示す原料を使用する以外は、上記実施例１に記載の方法と同様の方法にてインキＴ
１～Ｔ６を得た。更にそれら印刷物および積層体を得た。
なお、表３中の略称は以下を表す。
・Ｚ－３７：日立ケミカル社製　ポリエステル樹脂　ガラス転移温度５０℃　重量平均分
子量４００００
【００６５】
（実施例２５～２７）
＜インキＳ５、Ｓ１６およびＳ２１のフレキソ印刷＞
上記インキＳ５、Ｓ１６およびＳ２１を、フレキソ版（感光性樹脂版　ＫＯＤＡＫ社製　
ＦＬＥＸＣＥＬ　ＮＸＨデジタルフレキソプレート　版厚１．１４ｍｍ　版線数１５０ｌ
ｐｉ）及びアニロックスロール（９００ｌｐｉ　３ｃｃ/ｍ２）を具備したフレキソ印刷
機（ＭＩＲＡＦＬＥＸ ＣＭ）にて、二軸延伸ナイロン（ＮＹ）基材（Ｎ１１０２、東洋
紡社製、膜厚１５μｍ）のコロナ放電処理面に速度１５０ｍ／分にて５℃において印刷を
行い、印刷物を得た。なお印刷層の乾燥条件は色間ドライヤー１００℃、トンネルドライ
ヤー１００℃とした。
＜ドライラミネート加工＞
上記インキＳ５、Ｓ１６およびＳ２１を印刷した印刷物の印刷層の上面に、ポリエステル
ウレタン系ラミネート接着剤（東洋モートン社製　ＴＭ－５５０／ＣＡＴ－ＲＴ３７）を
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固形分３０％の酢酸エチル溶液を、乾燥後の接着剤層が３．０ｇ／ｍ２となるように塗工
・乾燥した後、接着剤層面に、厚さ５０μｍの未延伸ポリエチレン（ＰＥ）を貼り合わせ
てドライラミネート加工を行い、積層体を得た。当該積層体はＮＹ基材／インキＳ１層／
接着剤層／ポリエチレン基材層の順に構成された積層体である。
【００６６】
＜評価＞
　実施例および比較例のインキ、印刷物および積層体を用いて、以下の評価を行った。表
２－１、表２－２および表３に結果をそれぞれ示した。
【００６７】
＜低温経時安定性＞
実施例および比較例で得たインキＳ１～Ｓ２４およびＴ１～Ｔ７それぞれについて５℃で
７日間保存し、保存前と保存後の状態観察および粘度測定により評価を行なった、なお粘
度はザーンカップ＃４にて流出秒数で確認を行った。
［評価基準］
Ａ．液分離や沈殿が見られず、粘度変化が１秒未満（優良）
Ｂ．液分離がやや有るが、沈殿は無く、粘度変化が１秒以上２秒未満（良好）
Ｃ．液分離および沈殿が僅かに見られ、粘度変化は２秒以上５秒未満（実用可）
Ｄ．液分離および沈殿がやや見られ、粘度変化は５秒以上１０秒未満（やや不良）
Ｅ．液分離および沈殿が激しく見られ、粘度変化は１０秒以上（不良）
なお、Ａ、Ｂ、Ｃは実用上問題がない範囲である。
【００６８】
＜低温版かぶり性＞
実施例および比較例で得たインキＳ１～Ｓ２４およびＴ１～Ｔ７それぞれについて混合溶
剤（酢酸ｎ－プロピル：メチルエチルケトン：イソプロピルアルコール＝４０：４０：２
０）にて、粘度をザーンカップＮｏ．３で１５秒に調整し、グラビア印刷機における版の
空転９０分後（５℃条件下）の、版かぶり部分の面積を目視判定し、評価を行った。
［評価基準］
ＡＡ．版かぶり面積が無い（極めて良好）
Ａ．版かぶり面積が２％未満である（優良）
Ｂ．版かぶり面積が２％以上５％未満であるもの（良好）
Ｃ．版かぶり面積が５％以上１０％未満であるもの（実用可）
Ｄ．版かぶり面積が１０％以上２５％未満であるもの（やや不良）
Ｅ．版かぶり面積が２５％以上であるもの（不良）
なお、ＡＡ、Ａ、ＢおよびＣは実用上問題がない範囲である。
【００６９】
＜低温ラミネート強度＞
実施例および比較例で得たインキＳ１～Ｓ２４およびＴ１～Ｔ７を使用して得た積層体を
５℃で７日間保存し、それぞれについて印刷部分を巾１５ｍｍで裁断し、インキ層と基材
面で剥離させた後、剥離強度（ラミネート強度）を５℃の環境下でインテスコ社製２０１
万能引張り試験機にて測定した。
［評価基準］
Ａ．２．０Ｎ以上（優良）
Ｂ．１．５Ｎ以上２．０Ｎ未満（良好）
Ｃ．１．０Ｎ以上１．５Ｎ未満（実用可）
Ｄ．０．５Ｎ以上１．０Ｎ未満（やや不良）
Ｅ．０．５Ｎ未満（不良）
なお、Ａ、Ｂ、Ｃは実用上問題がない範囲である。
【００７０】
＜低温版絡み性の評価＞
インキＳ５、Ｓ１６およびＳ２１について、フレキソ印刷機で印刷速度１５０ｍ／分で２
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０００ｍ印刷後の印刷部にて３％網点部の版絡み性を評価した。
［評価基準］
Ａ．３％網点部の太りが見られず、画像が鮮明なである。（優良）
Ｂ．３％網点部に太りがやや認められるが、鮮明な画像が形成されている。（良好）
Ｃ．３％網点部に太りがやや認められるが、網点同士は繋がっていない。（実用可）
Ｄ．３％網点部の形状が崩れ、網点の繋がり（ドットブリッジ）または汚れが認められる
。（不良）
なお、Ａ、Ｂ、Ｃは実用上問題がない範囲である。
【００７１】
＜残留溶剤＞
実施例および比較例で得たインキＳ１～Ｓ２４およびＴ１～Ｔ７を使用した印刷物それぞ
れについて、印刷物を密閉した三角フラスコ中で８０℃に加熱し溶剤を揮発させ、ガスク
ロマトグラフィー（ＧＬサイエンス社製、ＧＣ－４０００）にて、揮発溶剤量を確認した
。
［評価基準］
Ａ．２ｍｇ／ｍ２未満（優良）
Ｂ．２ｍｇ／ｍ２以上４ｍｇ／ｍ２未満（良）
Ｃ．４ｍｇ／ｍ２以上６ｍｇ／ｍ２未満（実用可）
Ｄ．６ｍｇ／ｍ２以上８ｍｇ／ｍ２未満（やや不良）
Ｅ．８ｍｇ／ｍ２以上（不良）
なお、Ａ、Ｂ、Ｃは実用上問題がない範囲である。
【００７２】
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【００７３】
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【００７４】
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【表２－２】

【００７５】
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【表３】

 
【００７６】
以上の検討結果より、低温条件下においてもインキ経時安定性、印刷適性およびラミネー
ト強度に優れ、更に残留溶剤も増加させないグラビアまたはフレキソインキを提供できた
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【産業上の利用可能性】
【００７７】
　本発明のグラビアまたはフレキソインキは軟包装ラミネート分野のみに限らず、表刷り
印刷用にも適用することができる。
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